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趣 旨

○ 本説明会（令和７年８月４日）は、情報公表制度の現状や、今年度から運用する障害福
祉サービス等事業者における経営情報の見える化について、改めて経緯等を共有し、今後
のその運用内容や留意点等について具体的な対応内容を盛り込んでいます。
つきましては、各都道府県等におかれましてはお目通しいただき、速やかに管内の障害福
祉サービス等事業者へ、漏れなく周知いただくことを目的として開催いたします。

○ なお、各都道府県等担当者におかれましては、第１回説明会（令和７年６月３０日）として、
その時点における内容をお伝えしておりますが、その内容については今回も再度同じ資料
を盛り込んでおり、さらに今回はそれらの資料に加えて、経営情報の見える化に係る運用に
あたっての具体的な対応内容や留意点等を盛り込んでおりますので、当該資料や動画を活
用いただき上記のご対応をお願いいたします。
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１．障害福祉サービス等情報公表制度の現状
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現行制度（障害福祉サービス等情報公表制度）
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利
用
者

障害福祉サービス等事業者 都道府県等

○ 障害福祉サービス等
情報の公表
施設・事業者から報告
された情報を集約し、
公表。

反
映

＜障害福祉サービス等情報＞
■ 基本情報
(例)事業所等の所在地

従業員数
営業時間
事業所の事業内容 等
（財務状況含む）

■ 運営情報
障害福祉サービス等に関する

具体的な取組の状況
(例)関係機関との連携

苦情対応の状況
安全管理等の取組状況等

■ 都道府県が必要と認める事
項（任意）

必要に
応じて
調査

報
告

○ 障害福祉サービス等
情報の調査
新規指定時、指定更新時、

虚偽報告が疑われる場合な
どにおいて、必要に応じ訪問
調査を実施し、結果を公表
に反映。

閲覧（イン

ターネット）

○ 障害福祉サービス等を提供する事業所数が大幅に増加する中、利用者が個々のニーズに応じて良質なサービスを選択できるよ
うにするとともに、事業者によるサービスの質の向上が重要な課題となっている。

○ このため、平成28年５月に成立した障害者総合支援法及び児童福祉法の一部を改正する法律において、利用者による個々の
ニーズに応じた良質なサービスの選択に資すること等を目的として、①事業者に対して障害福祉サービスの内容等を都道府県知
事へ報告することを求めるとともに、②都道府県知事が報告された内容を公表する仕組みを創設した。（平成30年４月施行）。

【ＨＰ画面】

【事業所詳細情報】

東京都港区●●●●

●●事業所

03-1234-5678

03-1234-9999

1234567890

１．趣旨・目的

【制度概要】
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２．実施主体

○ 都道府県、指定都市、中核市を実施主体とする。
※１ 市区町村（指定都市、中核市を除く）分の指定相談支援及び指定障害児相談支援事業者の情報については、都道府県が公表を行う。
※２ 中核市分の指定障害児入所施設等業者の情報については、都道府県が公表を行う。

ただし、児童相談所設置市については、指定障害児入所施設等、指定障害児通所支援及び指定障害児相談支援事業者の情報の公表を行う。

都道府県 指定都市 中核市

障
害
者

サ
ー
ビ
ス

指定障害福祉サービス ○ ○ ○

指定障害者支援施設 ○ ○ ○

指定地域相談支援 ○ ○ ○

指定計画相談支援 ○（※１） ○ ○

障
害
児

サ
ー
ビ
ス

指定障害児入所施設等 ○ ○ ×（※２）

指定障害児通所支援 ○ ○ ○

指定障害児相談支援 ○（※１） ○ ○

３．公表対象の事業者

① 以下に記載のサービス（基準該当サービス除く）の指定を受けている事業者。
② 当年度中に以下に記載のサービスについて、新規に指定を受けてサービスを提供しようとする事業者

１．居宅介護 11．自立訓練（機能訓練） 21．地域相談支援（地域定着支援）

２．重度訪問介護 12．自立訓練（生活訓練） 22．福祉型障害児入所施設

３．同行援護 13．宿泊型自立訓練 23．医療型障害児入所施設

４．行動援護 14．就労移行支援 24．児童発達支援

５．療養介護 15．就労継続支援Ａ型 25．医療型児童発達支援

６．生活介護 16．就労継続支援Ｂ型 26．居宅訪問型児童発達支援

７．短期入所 17．就労定着支援 27．放課後等デイサービス

８．重度障害者等包括支援 18．自立生活援助 28．保育所等訪問支援

９．共同生活援助 19．計画相談支援 29．障害児相談支援

10．施設入所支援 20．地域相談支援（地域移行支援） 4



４．報告・公表事項

○ 報告・公表事項については、利用者の個々のニーズに応じた事業者等の選択や事業所等における適正なサービス提供の
推進に資する情報とし、厚生労働省令等で定めている。

○ 報告・公表事項には大きく「①基本情報」、「②運営情報」から構成。
「①基本情報」は、法人・事業所等の所在地、電話番号、従業者数、サービスの内容等の基本的な情報。
「②運営情報」は、利用者の権利擁護の取組、サービスの質の確保の取組、適切な事業運営・管理の体制等の情報。

主な報告・公表事項

①基本情報

法 人
○ 事業所等を運営する法人等に関する事項
・ 名称、所在地、代表者の氏名、設立年月日 等

事業所等

○ サービスを提供する事業所等に関する事項
・ 名称、所在地、管理者の氏名、事業開始年月日、利用交通手段、財務状況 等

○ サービスに従事する従業者に関する事項
・ 従業者数、勤務形態、労働時間、経験年数 等

○ サービスの内容に関する事項
・ 運営方針、サービスの内容、サービスの提供実績 等

○ 利用料等に関する事項 など

②運営情報

○ 利用者の権利擁護の取組
○ サービスの質の確保の取組
○ 相談・苦情等への対応
○ サービスの評価、改善等の取組
○ 外部の者等との連携
○ 適切な事業運営・管理の体制
○ 安全・衛生管理等の体制
○ 情報の管理、個人情報保護等の取組
○ その他（従業者の研修の状況等） など
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５．事業者における障害福祉サービス等情報の報告手続き

（１） 報告時期

・ 指定障害福祉サービス等事業者（以下「事業者」という。）は、障害福祉サービス等の提供を開始しようとする時、毎年度
各都道府県等が定める時点において、当該サービスを提供する事業所の所在地を管轄する都道府県等に対し、障害福祉
サービス等事業所情報を報告する。

（２） 報告方法
・ 事業者は、原則、 「障害福祉サービス等事業所情報検索システム」（独立行政法人福祉医療機構の総合情報サイト（ＷＡ
ＭＮＥＴ） ）上において、障害福祉サービス等情報を入力し、当該システムを通じて都道府県等に報告する。

６．都道府県等における障害福祉サービス等情報の公表手続き

（１） 公表時期
・ 都道府県等は、事業者から報告された障害福祉サービス等情報について、原則、報告から２カ月以内に公表する。

（２） 公表方法

・ 都道府県等は、事業者から報告された障害福祉サービス等情報について、「障害福祉サービス等事業所情報検索システ
ム」上で受理・確認し、公表する。

※ なお、事業者からの報告内容に、虚偽報告が疑われる場合等においては、必要に応じて訪問調査を実施し、結果を公表する。

【障害福祉サービス等情報公表制度の施行に伴う都道府県等における具体的業務の例】
・ 情報公表制度の周知
・ システムを通じて、事業者から報告された障害福祉サービス等情報の、受理、確認及び公表作業
・ 事業者からの疑義照会
・ 事業者への報告依頼、督促等
・ 事業者からの報告内容に、虚偽報告が疑われる場合等における調査（調査結果に基づく改善命令、命令に従わない場合の指定取消） 等
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７．障害福祉サービス等情報の課題

○ 現状において、公表済み事業所は約８割程度（※）に留まっている状況であり、障害者部会報告書（令和４年６
月１３日）においても、「利用者への情報公表と災害発生時の迅速な情報共有を図るため、事業所情報の都道府県
知事等への報告・公表をさらに促進する方法について検討すること」が記載されている。

○ また、事業所情報のうち、財務状況の公表が低調（全事業所の４割程度）となっており、財務状況の公表を徹底
することや、医療、介護分野と同様に、経営情報のデータベース化の検討を速やかに進め、必要な措置を講じるべ
き、ということが指摘されている。
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１．平成30年４月１日改正総合支援法等施行

２．平成30年９月28日、独立行政法人福祉医療機構が運営する「WAM NET」上に「障害福祉サービス等情報検索サ
イト」を開設し、公表開始

３．令和7年2月7日現在：掲載事業所数193,624件
参考：令和6年9月において、国保連を通じて報酬請求があった指定事業所数159,275件

４．障害福祉サービス等情報公表サイト ヒット数
・ 令和４年度：125,373,917件
・ 令和５年度：141,661,555件
・ 令和６年度：137,760,595件（令和7年1月末現在）

障害福祉サービス等情報公表制度における公表の推進について

障害福祉サービス等情報公表制度における公表状況等

○ 令和6年度における事業所等情報の更新率（※）は全体で81.7％である。（令和7年2月7日現在）
※ 更新率には今年度の新規事業所等の掲載状況を含む。

○ 利用者に最新の情報提供を行えるよう、引き続き最新情報への更新についてご協力をお願いします。

○ また、災害発生時における被災状況の報告システムである「障害者支援施設等災害時情報共有システム」については、
本システムにおける公表施設の情報が連携されており、各都道府県等においては、未公表事業所に関する情報公表の促
進についてご協力をお願いするとともに、最新の施設情報の掲載についてご協力をお願いします。

○ 利用者の視点に立った良質なサービス選択に資する情報を提供するため、各都道府県等において掲載情報の充実につ
いて引き続きシステムを活用した積極的な情報登録をいただくよう周知をお願いします。

令和６年度における更新状況及び公表の推進について

障害保健福祉関係主管課長会議資料【抜粋】
（令和７年３月１４日）
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【参考】障害福祉サービス等情報更新状況について（令和７年２月７日現在）

※ 更新率の計算には今年度の新規事業所等の掲載状況を含む。

【変更がない場合も報告を！】

情報公表制度において求める毎
年度の情報更新については、既に
公表されている情報に変更がない
場合でも、「変更がない」旨の報
告が必要となります。
各事業者の届出機能において、

ボタン操作一つで届出が完了する
「一括更新」の機能を提供してお
りますので、当該機能を活用した
届出について周知いただき、最新
情報の公表に努めていただきます
ようお願いします。

都道府県 更新率 都道府県 更新率 政令市 更新率 中核市 更新率 中核市 更新率 中核市 更新率 一般市 更新率

北海道 69.8% 滋賀県 83.5% 札幌市 71.6% 函館市 51.5% 甲府市 81.5% 倉敷市 92.4% 栃木市 88.0%

青森県 98.6% 京都府 63.8% 仙台市 90.8% 旭川市 99.7% 長野市 87.8% 呉市 97.7% 我孫子市 94.6%

岩手県 87.6% 大阪府 79.4% さいたま市 77.3% 青森市 87.7% 松本市 94.9% 福山市 97.7% 大府市 86.2%

宮城県 81.6% 兵庫県 73.5% 千葉市 81.3% 八戸市 83.9% 岐阜市 85.7% 下関市 96.6%

秋田県 79.1% 奈良県 67.9% 横浜市 79.9% 盛岡市 100.0% 豊橋市 92.6% 高松市 74.3% 特別区 更新率

山形県 89.7% 和歌山県 99.2% 川崎市 75.2% 秋田市 94.5% 岡崎市 76.6% 松山市 91.8% 港区 47.1%

福島県 98.1% 鳥取県 84.0% 相模原市 80.0% 山形市 92.4% 一宮市 87.9% 高知市 91.9% 品川区 61.0%

茨城県 77.4% 島根県 97.6% 新潟市 86.8% 福島市 94.8% 豊田市 80.0% 久留米市 76.8% 世田谷区 72.7%

栃木県 84.8% 岡山県 85.6% 静岡市 80.8% 郡山市 91.8% 大津市 89.6% 長崎市 71.9% 中野区 80.0%

群馬県 77.1% 広島県 96.6% 浜松市 91.6% いわき市 86.6% 豊中市 73.8% 佐世保市 83.4% 豊島区 72.2%

埼玉県 71.2% 山口県 92.4% 名古屋市 80.3% 水戸市 63.8% 吹田市 92.6% 大分市 84.2% 荒川区 62.5%

千葉県 78.2% 徳島県 84.5% 京都市 82.1% 宇都宮市 96.3% 高槻市 93.3% 宮崎市 79.6% 板橋区 56.1%

東京都 75.9% 香川県 77.6% 大阪市 79.9% 前橋市 84.4% 枚方市 75.2% 鹿児島市 87.2% 葛飾区 55.4%

神奈川県 88.8% 愛媛県 96.7% 堺市 61.4% 高崎市 92.5% 八尾市 79.7% 那覇市 94.6% 江戸川区 75.5%

新潟県 99.3% 高知県 93.7% 神戸市 77.0% 川越市 83.8% 寝屋川市 72.1%

富山県 92.0% 福岡県 98.5% 岡山市 86.9% 川口市 77.5% 東大阪市 93.0%

石川県 94.8% 佐賀県 91.5% 広島市 77.9% 越谷市 75.9% 姫路市 78.0%

福井県 88.0% 長崎県 88.9% 北九州市 79.4% 船橋市 84.3% 尼崎市 68.5%

山梨県 76.9% 熊本県 99.4% 福岡市 95.8% 柏市 93.2% 明石市 83.4%

長野県 94.1% 大分県 81.2% 熊本市 74.5% 八王子市 79.6% 西宮市 82.1%

岐阜県 91.8% 宮崎県 69.1% 横須賀市 80.6% 奈良市 60.3%

静岡県 88.3% 鹿児島県 70.9% 富山市 85.7% 和歌山市 77.2%

愛知県 87.5% 沖縄県 76.9% 金沢市 83.7% 鳥取市 93.8%

三重県 79.7% 福井市 90.0% 松江市 100.0%

障害保健福祉関係主管課長会議資料【抜粋】（令和７年３月１４日）
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＜パターン１＞ ＜パターン２＞

各自治体ホームページへのリンクのお願い

障害福祉サービス等情報公表システム

全国の障害福祉サービス事業所が
サービスや住所から簡単に検索できます！

障害福祉サービス等情報検索サイト

障害福祉サービスをお探しの皆様へ

障害福祉サービス等情報公表システムの周知について
（各自治体ホームページへのリンクバナー設置のお願い）

掲出バナーの貼付を希望する自治体におかれては、以下のURLよりダウンロードをお願いします。

＜ダウンロードURL＞
https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/sfkouhyoout_banner/

利用者が個々のニーズに応じて良質なサービスを選択できる検索ツールとして、これまでも各自治体
ホームページへのリンクをお願いしたところですが、リンク未設定の自治体におかれましては、システムの
運用管理を行う（独）福祉医療機構を通じてバナーの提供を行っているので、各自治体のホーム
ページや障害福祉サービスに関するページへのリンク設定についてご協力をお願いします。

障害保健福祉関係主管課長会議資料【抜粋】
（令和７年３月１４日）
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災害時情報共有システム（障害者支援施設等分）

障害者支援施設等に係る災害時情報共有システムの活用により、災害発生時における障害者支援施設等の被害状況等を
国・地方公共団体等が迅速に把握・共有し、被災施設等への迅速かつ適切な支援（停電施設への電源車の手配等）につなげ
る。

事業概要

システムイメージ

システムで取扱う主な災害情報

・人的被害の有無

・建物被害の有無

・建物被害の状況

・ライフライン(電気・水道等)の状況

・物資(食料・飲料水等)の状況

・支援の要否

・避難又は開所の有無 など

システム化によるメリット

➢被災施設等への支援の迅速化
※関係機関において施設のリアルタイムの災害情報が把握出来るため、迅速な支援が可能

➢自治体の事務負担軽減及び災害対応業務の重点化・効率化
※従来自治体職員が行っていた被災施設の状況確認や国等への報告業務が省略化され、より優先度の高い業務への従事が可能

利用者等

国
地方自治体

障害者支援
施設等

③被災情報等
の入力

④被災情報等
の閲覧

※一般には非公開

⑤被災施設等への支援

（独）福祉医療機構
WAMNET

基本情報
（情報公表システム）

災害時情報共有
システム

災害情報等

①基本情報
の入力②基本情報

の閲覧

平時

災害時

11

参考



都道府県等による確認

情報公表未報告の事業所への対応

○ 利用者への情報公表、災害発生時の迅速な情報共有、財務状況の見える化の推進を図る観点から、障害福祉サービ

ス等情報公表システム上、未報告となっている事業所に対する「情報公表未報告減算」を創設する。

○ また、施行規則において、都道府県知事は、指定障害福祉サービス事業者等の指定の更新に係る申請があった際に、

情報公表に係る報告がされていることを確認することとする。

概要

減算単位

情報公表未報告減算【新設】

・100分の10に相当する単位数を減算

（療養介護、施設入所支援（施設入所支援のほか、障害者支援施設が行う各サービスを含む）、共同生活援助、宿泊型自立訓練、

障害児入所施設）

・100分の５に相当する単位数を減算

（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、短期入所、生活介護、自立生活援助、自立訓練、

就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援、障害児相談支援、児童発達支援、

医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援（障害者支援施設が行う各サービス

を除く））

算定要件

【全サービス】

○ 障害者総合支援法第76条の３の規定に基づく情報公表に係る報告がされていない場合に、所定単位数を減算する。

○ 都道府県知事（指定都市又は中核市にあっては、当該指定都市又は中核市の市長）は、指定障害福祉サービス事業

者等の指定の更新に係る申請があったときは、当該申請に係る事業者から障害者総合支援法第76条の３の規定に基

づく情報公表に係る報告がされていることを確認するものとする。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定
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2021年4月1日

２．障害福祉サービス等事業者の経営情報の
見える化に係る経緯
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財政制度分科会（令和４年11月７日）資料抜粋
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「第７回 公的価格評価検討委員会」（令和４年12月２日）資料６ 抜粋
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全世代型社会保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）について（抄）

Ⅱ．今後の取組
２．医療・介護制度等の改革
＜② 「加速化プラン」の実施が完了する2028年度までに実施について検討する取組＞

（生産性の向上、効率的なサービス提供、質の向上）
◆ 医療機関、介護施設等の経営情報の更なる見える化
・ 医療法人の経営情報に関するデータベースについて、医療法人の会計年度が原則４月から翌年３月まで

とされており、2024年３月に決算を迎える医療法人からの報告状況等を踏まえ、必要な対応について検
討を行う。

・ また、介護サービス事業者の経営情報に関するデータベースについて、2024年４月からの施行に向けて
取り組むとともに、職種別の給与総額等について継続的に把握できるような対応について検討を行う。

・ 障害福祉サービス等事業者や、幼稚園・保育所・認定こども園等の経営情報に関するデータベースにつ
いても、速やかに検討を進め、必要な措置を講じる。

令和５年12月22日

閣 議 決 定
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2024年度

集中取組期間
2028年度
~2030年度2025年度

2026
年度

2027
年度

医
療
・
介
護
制
度
等
の
改
革

経済・財政新生計画の改革実行プログラム 2 0 2 4（令和６年 1 2月 2 6日）抄

通常国会 年末 通常国会

≪主担当府省庁等≫

年末

③医療機関、介護施設等の経営情報の更なる見える化

＜介護サービス事業者＞

＜障害福祉サービス等事業者＞

＜医療法人＞

障害福祉サービス等事業者の経営情報に関するデータベースの運用を開始。
データベースの
運用開始に向け
た検討・準備。

報告を受けた事業者の収支状況や職種別の給与総額等の経営情
報について、分析・公表を行うとともに、報告項目等のあり方
について継続的に検討を行う。

介護サービス事業者経営情報データベースシステムにより報告を受けた、事業者の収支状況や職種別の給与総額等の経営情報について、分析・公
表を行うとともに、報告項目等の在り方について継続的に検討を行う。

医療法人の経営情報等を収集し分析結果を公表。

公表されている国公立病院等の経営情報等を収集し医療法人の経営情報等との比較。

職種別給与・人数情報の報告状況や報告内容を精査し、義務化を含めた提出方法の在り方や
内容について検討し、必要な対応を実施。

医療法人の経営情報等との連携・活用を検討。
実施状況等を踏まえ制
度改正を実施。

第三者提供制度の具体的な提供要件等の検討・施行。 医療法人情報の提供。

保育所等における継続的な経
営情報の見える化のシステム
の運用開始（システム上での
報告・公表）。

報告を受けた事業者の収支状況や職種別の給与等の経営情報について、可能なものから随時、分析・公表を行う
とともに、必要に応じて、報告・公表の在り方について継続的に検討を行う。

概算要求
税制改正要望等

＜保育所等＞

提出情報のさらなる改善等について検
討・実施。

≪厚生労働省≫

≪厚生労働省≫

≪厚生労働省、こども家庭庁≫

≪こども家庭庁≫

保育所等にお
ける経営情報
の見える化の
システムの運
用開始に向け
た改修等。

介護サービス
事業者経営情
報データベー
スシステムの
運用開始。
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2021年4月1日

３．障害福祉サービス等事業者の経営情報の
見える化への対応
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施策名：障害福祉サービス等情報公表システム機能追加

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

障害福祉サービス等事業者の経営の透明性を図る観点から、事業者から詳細な財務の状況の提供を
求め、財務状況のデータベースを整備する。

障害福祉サービス事業所の経営の透明性を確保する観点から、財務状況のデータベースを整備することにより、費用の使途の透明
性の向上を図る。

財務状況のデータを分析可能なデータで収集することで横串での分析が可能となり、経年比較の分析も可能となる。また、統計調査
で実施している経営状況等調査との比較も可能となり、より精緻に経営状況の分析が可能となり、費用の使途の透明性向上を期待で
きる。

基本情報

財務情報ＤＢ

経営状況等

一般市民

国
地方公共団体等

基本情報
の閲覧

経営状況等の
閲覧・分析

障害福祉
サービス等
事業者等

基本情報
の入力

財務状況の
入力

障害福祉サービスに係る
施策の検討等に活用

交付先：独立行政法人福祉医療機構
補助率：定額

（独）福祉医療機構
WAMNET

※ DBの項目については、
R５、６調査研究事業等

を踏まえ検討

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

○

② 対策の柱との関係

令和５年度補正予算 5.3億円
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２ 事業の概要・スキーム

○ 障害福祉サービス等事業者は、法令上、財務状況の公表が義務化されているにも関わらず、障害福祉サービス等情報公表制度におけ
る財務状況の公表率は、全事業所等の４割程度にとどまっており、また、情報公表システム上では、財務諸表等は事業所ごとにＰＤＦ
で掲載されており、横串を刺して比較・分析できるような仕組みになっていない。また、障害福祉サービスは、サービス提供に係る費
用の大部分が公費によって賄われていることから、経営の透明性を確保する必要があり、財務状況のデータベースを整備することによ
り、費用の使途の透明性向上を図るもの。

１ 事業の目的

財務状況の見える化システム（障害福祉サービス等情報公表システム）

基本情報

財務情報ＤＢ

経営状況等

一般市民

国
地方公共団体等

基本情報
の閲覧

経営状況等の
閲覧・分析

障害福祉
サービス等
事業者等

基本情報
の入力

財務状況の
入力

障害福祉サービスに係る
施策の検討等に活用

○ データを横串で分析可能となり、経年比較の分析も可能となる。
○ 統計調査で実施している経営状況等調査との比較も可能となり、より精緻に
経営状況の分析が可能となる（ひいては報酬改定の基礎データともなり得る）

○ 今後、従事者の平均賃金等の情報も追加可能となれば、職員の処遇改善につ
なげることも可能となり、障害福祉職員の人材確保にもつなげることが可能。

３ ＤＢ化のメリット

交付先：独立行政法人福祉医療機構

補助率：定額

４ 交付先（実施主体）等

※ DBの項目については、R５、６年
度の調査研究事業等を踏まえ検討

（独）福祉医療機構
WAMNET障害福祉サービス等事業者から詳細な財務

の状況の提供を求め、（独）福祉医療機構
（ＷＡＭ）において、当該経営情報を公表す
るために必要な経費を措置するものである。

（※）令和６年度補正予算においては、経営
情報の見える化の円滑な施行に向けた入
力支援等にかかる経費を措置

令和７年度当初予算案 2.3億円

令和６年度補正予算 2.6億円（障害者支援施設等の災害時情報共有システムの改修等の内数）
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（２）障害福祉サービス等情報公表制度について【関連資料２】
障害福祉サービス等情報公表制度については、利用者が個々のニーズに応じて良質なサービスの選択に資すること等を目的として、毎

年、障害福祉サービス等事業者の情報の公表にご協力いただいている。令和６年度報酬改定において、利用者への情報公表、災害発生時
の迅速な情報共有、財務状況の見える化の推進を図る観点から、障害福祉サービス等情報公表システム上、未報告となっている事業所に
対する「情報公表未報告減算」を導入したところである。
～（略）～
また、令和７年度より、令和６年度報酬改定に伴い、報告項目について一部変更を行うとともに、介護分野と同様に、情報公表制度の

拡充を行い、「一人当たり賃金」を任意での公表情報に追加する予定であり、ご承知おきいただきたい。

（３）経営情報データベースの整備について【関連資料３】
障害福祉サービス等について、国民による現状・実態の理解を促進し、2040 年を見据えた人口動態等の変化、生産年齢人口の減少と

障害福祉の現場における人材不足の状況、新興感染症等による障害福祉サービス等事業者への経営影響を踏まえた支援、制度の持続可能
性などに的確に対応するとともに、経営影響を踏まえた支援策の検討等を行う上で、３年に１度の経営実態調査を補完し、経営情報を収
集・把握することは重要である。
また、以下のような課題も指摘されている。

・ 情報公表システム上では、財務諸表等は事業所ごとにＰＤＦで掲載されており、横串を刺して比較・分析できるような仕組みになっ
ていない。

・ 障害福祉サービスは、サービス提供に係る費用の大部分が公費によって賄われていることから、経営の透明性を確保する必要があり、
財務状況のデータベースを整備することにより、費用の使途の透明性向上を図る必要がある。
このため、障害福祉サービス等事業者における経営情報の見える化の対応について、介護分野での取組状況も踏まえつつ、令和７年度

より、下記のとおり、経営情報データベースの整備を進めることとしているので、ご承知おきいただきたい。なお、本内容については、
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成 18 年厚生労働省令第 19 号）及び児童福祉法施行規則（昭
和 23 年厚生省令第 11 号）において必要な規定の整備を行い、令和７年３月下旬に改正省令を公布予定である。⇒３月29日公布済

（経営情報データベース）
・ 報告対象：原則全ての障害福祉サービス事業者等（現行の情報公表制度と同様）
・ 報告項目：事業所・施設の収益及び費用の内容や職員の職種別人員数、その他必要な項目等
・ 報告方法：情報公表システム上の経営情報データベースを活用して、毎会計年度終了後３月以内に報告（令和７年度については年度

末までの報告で可）
・ 公表方法：収集情報については、介護分野と同様に、グルーピングした分析結果を都道府県知事・厚生労働大臣において公表（集

計・公表にあたっては、情報公表システム上の経営情報データベースを活用できるように検討中）
詳細については、今後随時、通知等でお知らせしていくので、よくご確認いただき、事業所等に対する丁寧な周知と適切な対応をお願

いしたい。また、今後説明会等も実施する予定であり、円滑な施行に向けて、ご協力いただきたい。
⇒ 第１回各都道府県等担当者説明会（令和７年６月30日）

障害保健福祉関係主管課長会議資料［抜粋］（令和７年３月14日）
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障害サービス等事業者の経営情報の見える化への対応

〇 介護サービス事業者の経営情報の収集及びデー
タベースの整備をし、収集した情報を国民に分か
りやすくなるよう属性等に応じてグルーピングし
た分析結果を公表する制度を創設

介護分野の対応 障害福祉分野の対応

１．経営情報データベースの整備

〇 障害福祉サービス等について、国民による現状・実態の理解を促進するとともに、必要なサービスの利用機会が確
保されるよう、事業者の経営状況の実態を踏まえた政策の検討や、物価上昇・災害・新興感染症等に当たり経営影響
を踏まえた支援策の検討等を行う上で、３年に１度の経営実態調査を補完し、経営情報を収集・把握することは重要。

〇 障害福祉サービス等事業者における経営情報の見える化の対応について、介護分野での取組状況も踏まえつつ、令和７

年度より、以下のように対応してはどうか。

〇 現行の障害福祉サービス等情報公表システムの仕
組みを活用しつつ、経営情報データベースを整備

〇 介護分野の仕組みと同様、収集情報についてグ
ルーピングした分析結果を公表

２．情報公表制度の拡充

＜財務状況の公表＞
〇 障害福祉分野の取組等を踏まえ、介護サービス情報公

表制度において、公表事項として、事業所等の財務状況
を追加

（※）省令上、報告事項として「事業所等の財務状況」を規定した
上で、通知上、事業活動計算書（損益計算書）・資金収支計
算書（キャッシュフロー計算書）・貸借対照表（バランスシート）の
報告を求める

＜一人当たり賃金の公表＞
〇 介護サービス情報公表制度において、任意での公表情

報として、「一人当たり賃金」を追加
（※）省令上、「公表を行うよう配慮する」情報として明確化

＜財務状況の公表＞
〇 障害福祉分野においては、情報公表制度創設時から対

応済み
（※）省令上、報告事項として「事業所等の財務状況」を規定した

上で、通知上、事業活動計算書（損益計算書）、資金収支計
算書（キャッシュフロー計算書）、貸借対照表（バランスシート）
の報告を求めている

＜一人当たり賃金の公表＞
〇 介護分野と同様、障害福祉サービス等情報公表制度に

おいて、 「一人当たり賃金」を任意での公表情報に追加
（※）省令上、「公表を行うよう配慮する」情報として明確化

障害保健福祉関係主管課長会議資料【抜粋】
（令和７年３月１４日）

22



障害福祉サービス事業者等の経営情報データベースの整備

報告対象となる障害福祉サービス事業者等

○ 原則、全ての障害福祉サービス事業者等が報告対象

○ ただし、災害その他都道府県知事に対し報告を行うことができないことにつき正当な理由があるものについては、報告対象から除外
（※現行の障害福祉サービス等情報公表制度と同様）

障害福祉サービス事業者等から都道府県知事への報告方法

● 報告期限

毎会計年度終了後３月以内
※初回に限り、令和７年度内に提出で可

● 報告手段

都道府県知事の定めるところ
（情報公表システム上の経営情報データベースを活用して報告）

※システムへの入力負担軽減の観点から、令和6年度調査研究事業に

おいて、事業者が使用する各種会計基準から、経営情報データベース
への入力用にデータ変換を行うツールを作成

障害福祉サービス事業者等の経営情報の報告及び公表について、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規

則（平成18年厚生労働省令第19号）及び児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）における必要な規定の整備を行う。

● 報告内容について、当該情報を調査及び分析した内容（グルーピン
グした分析結果）を公表

（情報公表システム上の経営情報データベースを活用して集計・公表が可能）

都道府県知事の公表方法

● 経営情報データベースの開発・整備
（（独）福祉医療機構の運営するＷＡＭＮＥＴ上に構築）

● 全国の情報（グルーピングした分析結果）を公表
（情報公表システム上の経営情報データベースを活用して集計・公表）

障害福祉サービス事業者等に報告を求める項目

１）事業所・施設の名称、所在地その他の基本情報

２）事業所・施設の収益及び費用の内容

３）事業所・施設の職員の職種別人員数その他の人員に関する事項

４）その他必要な事項

上記の他、任意項目として「職種別の給与（給料・賞与）及びその人数」を
求める（通知事項）

厚生労働大臣による公表

障害保健福祉関係主管課長会議資料【抜粋】
（令和７年３月１４日）
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障害福祉サービス等情報公表制度における公表事項（任意）の追加

【障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則の改正（案）】

（法第七十六条の三第八項に規定する主務省令で定める情報）

第六十五条の九の十 法第七十六条の三第八項に規定する主務省令で定める情報は、情報公表対象サービス等の質及び労働時間、賃金その他の

情報公表対象サービス等に従事する従業者に関する情報（情報公表対象サービス等情報に該当するものを除く。）として都道府県知事が定めるも

のとする。

※児童福祉法施行規則も同様の改正を行う

＜参考＞障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）（抄）
第七十六条の三 (略）
２～7 （略）
８ 都道府県知事は、情報公表対象サービス等を利用し、又は利用しようとする障害者等が適切かつ円滑に当該情報公表対象サービス等を利用
する機会の確保に資するため、情報公表対象サービス等の質及び情報公表対象サービス等に従事する従業者に関する情報(情報公表対象サービ
ス等情報に該当するものを除く。)であって主務省令で定めるものの提供を希望する対象事業者から提供を受けた当該情報について、公表を行
うよう配慮するものとする。

○ 介護サービス情報公表制度において、令和６年度より、一人当たり賃金が任意での公表情報に追加されたことを踏まえ、障害福祉
サービス等情報公表制度においても、一人当たり賃金の公表について、任意での公表情報に追加する（公表内容は通知で規定）。

○ この点、法令上、都道府県知事が、情報の提供を希望する障害福祉サービス事業者等から提供を受けた情報について「公表を行うよ
う配慮する」情報として明確化する（省令改正）。

※１ 公表にあたっては、事業所や施設の特性に応じ、設置主体や職種、勤続年数等がわかるような形での公表を可能とすることとする。（通知事項）
※２ 原則として、事業所又は施設単位とする。ただし、障害福祉サービス事業者等の希望に応じ、法人単位での公表を可能とする。その場合、含まれている障害福祉

サービス等事業所又は施設を明記することを合わせて求めることとする。

障害保健福祉関係主管課長会議資料【抜粋】
（令和７年３月１４日）
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「障害福祉サービス事業者等に報告を求める項目」の具体的な内容

○ 「障害福祉サービス事業者等に報告を求める項目」の具体的な内容のうち、「事業所・施設の名称、所在地その他の基本情報」、「事
業所・施設の職員の職種別人員数その他の人員に関する事項」については、以下のとおりとする。（※入力シートイメージ）

任
意
項
目
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「障害福祉サービス事業者等に報告を求める項目」の具体的な内容

○ 「障害福祉サービス事業者等に報告を求める項目」の具体的な内容のうち、「事業所・施設の収益及び費用の内容」については、以
下のとおりとする。（※入力シートイメージ）
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2021年4月1日

４．経営情報の見える化等に係る通知の改正
（概要）について
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経営情報の見える化等に係る通知の改正（概要）について①

〇 経営情報の見える化等に係る通知については、今後発出を予定しているが、新規の内容は以下のとおりである。

28

１．経営情報の項目

【報告の単位】
○ 事業所単位で報告する。ただし、事業所ごとの会計区分を行っていないなどのやむを得ない場合は法人単位で報告しても差し支えない。

【項目の内容】
［事業所又は施設の名称、所在地その他の基本情報］
○ 決算月、会計期間、法人等の採用している会計基準、消費税の経理方式、サービスの種類

［職種別の職員数・職員給与の状況］
○ 入力単位、常勤・非常勤ごとの把握状況

［事業所又は施設の収益及び費用の内容］
○ 会計の区分状況

○ 障害福祉サービス等事業収益
・ うち自立支援給付費等収益
・ うち利用者負担金等収益

○ 障害福祉サービス等事業費用（「人件費」「業務委託費」「減価償却費」「水道光熱費」「その他の費用」の合計）
・ 人件費

・ うち給与
・ うち役員報酬
・ うち退職給付費用
・ うち法定福利費

・ 業務委託費
・ うち給食委託費

・ 減価償却費



経営情報の見える化等に係る通知の改正（概要）について②

〇 経営情報の見える化等に係る通知については、今後発出を予定しているが、新規の内容は以下のとおりである。

29

１．経営情報の項目

【項目の内容】
［事業所又は施設の収益及び費用の内容］
○ 障害福祉サービス等事業費用（「人件費」「業務委託費」「減価償却費」「水道光熱費」「その他の費用」の合計）
・ 水道光熱費
・ その他の費用

・ うち材料費
・ うち給食材料費

・ うち研修費
・ うち本部費
・ うち車両費
・ うち控除対象外消費税等負担額

○ 事業外収益
・ うち受取利息配当金
・ うち運営費補助金収益
・ うち施設整備補助金収益
・ うち寄付金

○ 事業外費用
・ うち借入金利息

○ 特別収益

○ 特別費用

○ 法人税、住民税及び事業税負担額



経営情報の見える化等に係る通知の改正（概要）について③

〇 経営情報の見える化等に係る通知については、今後発出を予定しているが、新規の内容は以下のとおりである。

30

１．経営情報の項目

【項目の内容】
［事業所又は施設の収益及び費用の内容］
○ 複数の障害福祉サービス事業の有無

○ 障害福祉サービス等事業以外の事業の有無（医療、介護、その他）

○ 医療における事業収入

○ 医療における延べ在院者数

○ 医療における外来患者数

○ 介護サービスにおける事業収益

○ 介護サービスにおける延べ利用者数

○ 就労支援事業・授産事業収益

○ 措置費収益

○ その他の事業における収益

【従業者に関する情報】
○ 離職率、勤務時間（シフト体制等）、賃金体系、一人あたり賃金や有給休暇の取得状況 等

２．情報公表制度の拡充（都道府県等が任意設定の項目）



経営情報の見える化等に係る通知の改正（概要）について④

〇 経営情報の見える化等に係る通知については、今後発出を予定しているが、新規の内容は以下のとおりである。

31

３．障害福祉サービス等事業者から各都道府県等への報告について

※ 経営情報の見える化の報告については、各都道府県等の実施要綱等に規定するが、その期間内において、各都道府県等の実情に応じて適宜定め
るものとする。

［報告の開始］
○ 毎会計年度終了後
※ ただし、令和７年度については令和７年８月末以降（予定）

［報告の期限］
○ 毎回会計年度終了後３月以内
※ ただし、令和７年度については令和７年度末までの報告で可。

［公表の時期］
※ 令和７年度分については、令和８年４月～（予定）



2021年4月1日

５．経営情報の見える化等に係る記入要領
（概要）について

32



経営情報の見える化等に係る記入要領（概要）について①

〇 経営情報の見える化等に係る記入要領については、今後発出を予定しているが、新規の内容は以下のとおりである。

33

●．事業所等においてサービスに従事する従業者に関する事項

●「1人当たり賃金」
a.「設置主体」
b.「報告の単位」

●．経営情報

■事業所又は施設の名称、所在地その他の基本情報
●「決算月」

事業所の決算月について、「１月～12月」の選択肢から１つ選択してください。

●「会計期間」
原則として報告年度の４月～翌年３月の期間を指しますが、法人の決算期がこれと異なる場合、該当の決算期を記入してください。

●「法人等の採用している会計基準」
当該サービスが属する会計の区分について、次の選択肢から１つ選択してください。

●「消費税の経理方式」
経営情報の消費税の経理方式について、「税抜入力」「税込入力」を選択してください。なお、各支出項目において消費税等が別途計上されている

場合、原則「税込入力」を選択してください。

社会福祉法人会計
病院会計
企業会計、ＮＰＯ会計、その他の会計



経営情報の見える化等に係る記入要領（概要）について②

34

●．経営情報

■職員別の職員数・職員給与の状況
●「入力単位」

当該サービスがどのような会計の区分に属しているかにより、回答の対象範囲が異なりますので、当該サービス単体の区分で会計処理を行っている
（当該サービス区分の決算書類を作成している）場合は「サービス単位」を、当該サービスを提供する事業所において行っている、複数の障害福祉
サービス等（障害福祉サービス等事業所以外の事業（介護保険事業等）を行っている場合も含む）を一つの会計の区分として会計処理を行ってい
る（拠点区分の決算書類を作成している）場合は「事業所単位」を、複数の障害福祉サービス等事業及び障害福祉サービス等事業以外の事業
（介護保険事業等）を含め、法人全体を一つの会計の区分として会計処理を行っている（拠点区分やサービス区分の決算書類は作成していな
い）場合は「法人単位」を選択してください。
なお、法人会計でサービス単位ごとに事業活動計算書（損益計算書）を作成されている場合は「サービス単位」を選択してください（社会福祉法

人で、拠点区分事業活動計算書内訳表などを作成している場合など）。
また、サービス単位ごとに事業活動計算書が作成されていない場合は、「事業所単位」又は「法人単位」となりますが、当該サービスの収益（収入）

のみ分かるなど、部分的にサービス単位の収益・費用を把握している場合でも部分的な細分化はせず、「事業所単位」又は「法人単位」を選択してくだ
さい。
加えて、１法人で１サービスのみを実施している場合など、「サービス単位」＝「法人単位」となる場合は、「サービス単位」を選択してください。

●「常勤・非常勤ごとの把握状況」
常勤・非常勤ごとの把握状況により、回答方法が異なりますので、当該サービスの把握状況を選択してください。

〇 経営情報の見える化等に係る記入要領については、今後発出を予定しているが、新規の内容は以下のとおりである。



経営情報の見える化等に係る記入要領（概要）について③

35

●．経営情報

■職員別の職員数・職員給与の状況
●「職種別の職員数・職員給与の状況」
ａ.「常勤」
原則として施設・事業所で定めた勤務時間（所定労働時間）の全てを勤務する者をいいます。施設・事業所の勤務時間数の全てを勤務している

パートタイマーは、これに含まれます。

ｂ.「非常勤」
常勤以外の従事者（他の施設・事業所にも勤務するなど収入及び時間的拘束の伴う仕事を持っている者、短時間のパートタイマー等）をいいます。

ただし、１週間の所定労働時間が32時間を下回る場合は32時間を基本とし、所定労働時間以上勤務している者を「常勤」、その他を「非常勤」とし
ます。

ｃ.「給与」
「給料」と「賞与を12か月で割った値」の合計が給与になります。給与は「給料」と「賞与」の入力内容から自動計算され表示されます。なお、「給料」

には職種ごとに会計年度の初日の属する月に支払われた基本給・手当の合計額（１人あたりの平均額ではなく、支払総額）を記入してください。その
際、当該月に賞与など一時金の支給があった場合、これらは含めないでください。また、「賞与」には職種ごとに会計年度内に支払われた賞与（総額）
を記入してください。

〇 経営情報の見える化等に係る記入要領については、今後発出を予定しているが、新規の内容は以下のとおりである。



経営情報の見える化等に係る記入要領（概要）について④

36

●．経営情報

■事業所又は施設の収益及び費用の内容
●「会計の区分状況」

当該サービスがどのような会計の区分に属しているかにより、回答の対象範囲が異なりますので、当該サービス単体の区分で会計処理を行っている
（当該サービス区分の決算書類を作成している）場合は「単独会計」を、当該サービスを提供する事業所において行っている、複数の障害福祉サービ
ス等（障害福祉サービス等事業所以外の事業（介護保険事業等）を行っている場合も含む）を一つの会計の区分として会計処理を行っている
（拠点区分の決算書類を作成している）場合は「一体会計（事業所単位）」を、複数の障害福祉サービス等事業及び障害福祉サービス等事業
以外の事業（介護保険事業等）を含め、法人全体を一つの会計の区分として会計処理を行っている（拠点区分やサービス区分の決算書類は作成
していない）場合は「一体会計（法人単位）」を選択してください。
なお、法人会計でサービス単位ごとに事業活動計算書（損益計算書）を作成されている場合は「単独会計」を選択してください（社会福祉法人で、

拠点区分事業活動計算書内訳表などを作成している場合など）。
また、サービス単位ごとに事業活動計算書が作成されていない場合は、「一体会計」となりますが、当該サービスの収益（収入）のみ分かるなど、部

分的にサービス単位の収益・費用を把握している場合でも部分的な細分化はせず、「一体会計」を選択してください。
加えて、１法人で１サービスのみを実施している場合など、「単独会計」＝「一体会計」となる場合は、「単独会計」を選択してください。

●「科目別会計」
ａ.「うち自立支援給付費等収益」
当該サービスの事業活動収益（収入）を記入するほか、「一体会計」の場合は、他の障害福祉サービス等における給付費や計画作成費の収益

（収入）も記入してください。

ｂ.「利用者負担金等収益」
食費、水道光熱費、医療費、日用品費等を除く、利用者が負担する定額負担額を記入してください。

ｃ.「人件費」
役員報酬、職員俸給、職員諸手当、非常勤職員給与、退職金、退職共済掛金、法定福利費等の人件費支出の金額を記入してください。なお、

就労支援事業・授産事業の工賃・賃金は、これらに含めないでください。

〇 経営情報の見える化等に係る記入要領については、今後発出を予定しているが、新規の内容は以下のとおりである。



経営情報の見える化等に係る記入要領（概要）について⑤
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●．経営情報

■事業所又は施設の収益及び費用の内容
●「科目別会計」
ｄ.「業務委託費」
給食委託費、送迎委託費、清掃委託費等の業務委託費支出の金額を記入してください。なお、給食委託費における材料の仕入れ等、全面的に

外部委託をしている場合は、これらに含めないでください。

ｆ.「水道光熱費」
直接事業で用いる水道光熱費、事務等で用いる水道光熱費の合計額を記入してください。

ｇ.「うち給食材料費」
給食委託費における材料の仕入れ費支出の金額を記入してください。

ｋ.「うち受取利息配当金」
当該サービス事業所（法人）が預金や貸付金などから利息収入を得ている場合や法人が保有する株式から配当収入を得ている場合は、その金額

を記入してください。

ｌ.「うち運営費補助金収益」
運営費補助金対象施設・事業所における運営費収益の金額を記入してください。

ｍ.「うち施設整備補助金収益」
施設整備費補助金対象施設・事業所における施設整備費収益の金額を記入してください。

ｎ.「うち寄付金」
当該サービス事業所（法人）が寄付金を得ている場合は、その金額を記入してください。

〇 経営情報の見える化等に係る記入要領については、今後発出を予定しているが、新規の内容は以下のとおりである。



経営情報の見える化等に係る記入要領（概要）について⑥
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●．経営情報

■事業所又は施設の収益及び費用の内容
●「科目別会計」
ｏ.「うち借入金利息」
サービス活動外増減による費用、医業外費用、事業費のうちその他経費における支払利息、管理費のうちその他経費における支払利息等に計上す

る「支払利息」に該当する額を記入してください。また、設備資金借入金、長期運営資金借入金及び短期運営資金借入金の利息、並びに支払リー
ス料のうち利息相当額として処理するものも、それらに含めてください。

ｐ.「特別収益」
サービス活動収益及びサービス活動外収益（借入金利息補助金など、病院会計では「医業・介護外収益」、企業会計等では「営業外収益」に該

当するもの）以外の臨時・特別な収入額（固定資産売却益など、病院会計では「臨時収益」、企業会計等では「特別利益」に該当するもの）の金
額を記入してください。なお、会計区分間の繰入金収益も含みます。

ｑ.「特別費用」
サービス活動費用及びサービス活動外費用（支払利息など、病院会計では「医業・介護外費用」、企業会計等では「営業外費用」に該当するも

の）以外の臨時・特別な支出額（固定資産売却損など、病院会計では「臨時費用」、企業会計等では「特別損失」に該当するもの）の金額を記入
してください。なお、会計区分間の繰入金費用も含みます。

〇 経営情報の見える化等に係る記入要領については、今後発出を予定しているが、新規の内容は以下のとおりである。



経営情報の見える化等に係る記入要領（概要）について⑦
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●．経営情報

■事業所又は施設の収益及び費用の内容
●「複数の障害福祉サービス事業の有無」

「会計の区分状況」において、「一体会計」を選択し、その会計に当該サービス以外の障害福祉サービス事業が含まれる場合は「あり」を選択してくださ
い。

●「障害福祉サービス等事業以外の事業の有無（医療、介護、その他）」
「会計の区分状況」において、「一体会計」を選択し、その会計に障害福祉サービス等事業以外の事業（医療、介護、その他）が含まれる場合は

「あり」を選択してください。

●「医療における事業収入」
医療機関としての収益（収入）がある場合、その収益（収入）の金額を記入してください。なお、入院、外来等は合計して記入してください。

●「医療における延べ在院者数」
「医療における事業収入」に記載した医療機関に入院する在院者の延べ数を記入してください。

●「医療における外来患者数」
「医療における事業収入」に記載した医療機関を利用する外来患者の延べ数を記入してください。

●「介護サービスにおける事業収益」
介護保険事業（介護予防も含む）の収益（収入）がある場合、その収益（収入）の金額を記入してください。

●「介護サービスにおける延べ利用者数」
「介護サービスにおける事業収益」に記載した介護保険事業（介護予防も含む）を利用する利用者の延べ数を記入してください。

〇 経営情報の見える化等に係る記入要領については、今後発出を予定しているが、新規の内容は以下のとおりである。



経営情報の見える化等に係る記入要領（概要）について⑧
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●．経営情報

■事業所又は施設の収益及び費用の内容
●「就労支援事業・授産事業収益」

就労支援・授産事業による収益（収入）（製造製品の売上、仕入れ商品の売上、受託加工等）がある場合、その金額を記入してください。なお、
就労支援会計基準を用いている場合は、就労支援事業活動の部の就労支援事業収入を記入してください。また、授産施設会計基準を用いている
場合は、授産事業活動の部の収入（授産事業収入とその他の事業収入の合計額）を記入してください。

●「措置費収益」
措置費支弁対象施設における措置費収入（事務費及び事業費の合計）の金額を記入してください。なお、食費、水道光熱費、医療費、日用品

費等、利用者本人から実費相当分として直接支払いを受ける利用料については、これらに含めないでください。

〇 経営情報の見える化等に係る記入要領については、今後発出を予定しているが、新規の内容は以下のとおりである。



2021年4月1日

６．第１回都道府県等・関係団体向け説明会
でいただいたご質問に対する回答

41

※ 今回の回答は、「第１回都道府県等・関係団体向け説明会」でいただいたご質問の一部に対して回答さ
せていただいております。なお、その内容については、今後変更があり得ますが、その他のご質問等も
含めた正式な回答内容については、追って通知等でお示しさせていただきます。



第１回各都道府県等担当者説明会でいただいたご質問に対する回答
（第１回説明会に関するご質問について［ご質問５①］）

○ 第１回説明会に関するご質問についての回答は以下のとおりです。

※ご質問については
質問フォームから引用

42

番号 ご質問 回答

１

１．情報公表未報告減算の適用の要件について情報提供がなかった。
２．説明会資料に財務状況の公表を徹底する旨が記載されているものの、情報公表
未報告減算の適用に係る経過経過措置は設けるのか情報提供が無かった。
３．上記１に関連するが、示されたスケジュールにより、令和８年３月末までに事
業者より経営情報の報告が無かった場合の、当該減算の適用について確認したい。

経営情報の内容に関わらず、情報公表に係
る報告がされていない場合は、所定単位数
を減算する取扱いです。
なお、経営情報に係る内容の報告について
は、令和７年度末までの報告で可としてお
りますので、当該内容の未報告の場合、令
和７年度末までは当該減算は適用されませ
ん。

２
「一人当たりの賃金の公表」について、事業所から事業所の規模や職種によっては
特定の個人の給与が知られてしまうことになり公表しづらいとの声があるが、任意
項目のため、そのような懸念がある場合には公表しないということで良いか。

こちらは任意の公表項目のため、各事業所
のご判断に委ねていただいて構いません。

３

・一人当たり賃金の公表について、任意での公表情報に追加するとあるが、都道府
県の要綱等に定める必要はあるか。また、システム上の設定は必要か。
・入力画面の説明において「障害福祉サービス等事業収益に就労支援事業・授産事
業収益が含まれる場合」というのは、生産活動を実施する場合という趣旨でよいか。

・都道府県の要綱等に定めていただく必要
はございますが、任意項目です。システム
上の設定は令和７年５月に行われた年度更
新より反映されております。
・その趣旨で構いません。



第１回各都道府県等担当者説明会でいただいたご質問に対する回答
（第１回説明会に関するご質問について［ご質問５②］）

○ 第１回説明会に関するご質問についての回答は以下のとおりです。

※ご質問については
質問フォームから引用

43

番号 ご質問 回答

４

情報公表システムについては、東京都においては例年5月から7月までに報告する
よう事業所に対して求めている。 一方で、今回リリースされる経営情報DBについ
ては、毎会計年度終了後3月以内とある。例えば、8月決算の法人の場合、概ね２
か月後頃(今回の場合は10月)には前年度の決算が確定することとなる。 そのため、
7月までに情報公表制度に係る報告を行い、（経営情報に係る箇所については”経営
情報を含めずに報告する”を選択する。） その後、決算確定後等に、経営情報に係
る箇所を後追いで入力する、という流れになるという理解で良いか。 また、現行
では財務諸表をPDFファイルで添付させているが、それは取りやめるということに
なるのか。資料から読み取れる内容でしたら申し訳ございませんが、御教示くだ
さい。
https://www.mhlw.go.jp/content/001238708.pdf
今般報告すべき事項が増えるため、上記通知について、改正するということで認
識相違ないでしょうか。低質な質問で恐縮ですが、今回の”経営情報”について報
告・公表されていない場合、 情報公表未報告減算の適用対象となり得る、という
ことで良いのでしょうか。

報告期限についてはご認識のとおりになり
ます。例示いただいた法人の場合、報告期
間は９月から11月までとなります。
財務諸表の取扱いについては、引き続き添
付をお願いいたします。
お示しいただいた通知につきましては、今
後改正を予定しております。
情報公表未報告減算については、ご質問５
の１番（P42参照）の回答と同様。

５

一人当たり賃金の公表について、「公表を行うよう配慮する」とはどの程度か。
個人が特定されてしまう場合（該当する職種に対し従業員が1名である場合等）は、
賃金や年齢を公表されることに抵抗があると思うが、その場合も、事業所に公表す
るよう指導するべきか。

一人当たり賃金の公表については、任意の
公表項目のため、事業所にどの程度報告を
求めるかは、実施権者である各都道府県等
でご判断いただけると幸いです。

https://www.mhlw.go.jp/content/001238708.pdf


第１回各都道府県等担当者説明会でいただいたご質問に対する回答
（経営情報の見える化について、ご質問・ご要望等について［ご質問６］）

○ 第１回説明会に関するご質問についての回答は以下のとおりです。

※ご質問については
質問フォームから引用

44

番号 ご質問 回答

１

報告促進の観点から、一括申請時に経営情報を申請することができるようにしてほ
しい。

一括申請については、前年度に申請した施
設詳細情報に変更がない場合に活用されて
いる機能です。よって、施設詳細情報とは
違い、経営情報は毎年度、更新が必要な情
報であることが前提であるため、一括申請
ができる情報に含めておりません。また、
施設詳細情報の申請タイミングは、毎年５
月以降となりますが、経営情報の申請のタ
イミングは、事業所の決算月の翌月から
３ヶ月以内となり、申請のタイミングが異
なることから、切り分けて申請をするよう
な仕組みとなっております。

２

・経営情報の項目を入力する際、必須項目があると映像で伺ったが、事業所が必須
項目を入力しなければならないという法的根拠（通知）があれば御教示いただきた
い（今後通知を頂ける予定？）。また、経営状況を記入しなかった場合、減算対象
になるのか御教示いただきたい。
・経営情報の入力に当たり、事業所から質問があまり来ないよう？マークの解説を
わかりやすくしていただきたい。
・従業員が少なく給与がばれてしまうという理由で、1人当たり賃金を書きたくな
いという事業所からの電話が何件かあった。経営情報の必須項目を設定する際は、
どれを必須にするか慎重に検討していただきたい。

・障害者総合支援法第76条の３第１項の規
定に基づいています。また、通知について
は、８月以降にお示しする予定です。後段
のご質問については、ご質問５の１番
（P42参照）の回答と同様。
・ご要望として承ります。
・介護分野の仕組みと同様、収集情報につ
いてグルーピングした分析結果を公表いた
します（第１回説明会厚労省資料P22）。

３

・経営情報の項目に入力がない若しくは一部項目に不備がある場合に情報公表未報
告減算に該当するか。
・報告内容について、当該情報を調査及び分析した内容（グルーピングした分析結
果）を都道府県知事において公表とあるが、これは同様に政令市、中核市単位での
分析した内容を公表することが求められるか。

・ご質問５の１番（P42参照）の回答と同
様。
・法令上、政令市、中核市単位でも求めら
れることとなっておりますが、具体的な公
表方法については今後お示しする予定です。

４
経営情報を含めずに承認者へ申請することについて、どのような場合を想定してい
るか。

決算前等で経営情報を申請しない場合を想
定しています。



第１回各都道府県等担当者説明会でいただいたご質問に対する回答
（その他障害福祉サービス等情報公表制度に関するご質問・ご要望等について［ご質問７］）

○ 第１回説明会に関するご質問についての回答は以下のとおりです。

※ご質問については
質問フォームから引用

45

番号 ご質問 回答

１

財務３表をアップするようになっていると思うが、キャッシュフロー計算書を作っ
ておられない事業所も作成してアップしなければならないか。

基本的には作成してアップしなければなり
ませんが、法人等の種類が社会福祉法人以
外の場合、法人設置の根拠となる個別の法
令等において、特段、作成が義務付けられ
ていないものについては、新たに作成する
必要はありません。

２

・WAMNETにおいて、事業所等の財務状況（財務諸表等による直近年度の決算資
料）は必須項目となっていませんが、入力は義務ではないのでしょうか。 また、
財務状況はサービスごとの報告となりますでしょうか。法人単位で財務状況を出し
ているためサービスごとのものが無いという法人が度々あり、このような場合には、
全てのサービスで法人全体のものをアップロードするかたちで構わないでしょうか。
・県で公表依頼をした後にWAMNET上で反映されるのは翌日と認識しております
が、差戻しをした場合の反映はいつになりますでしょうか。

・障害者総合支援法第76条の３第１項によ
り、義務付けられていますが、その詳細に
ついては、項目ごとに必須項目と任意項目
を設けているところでございます。また、
基本的には事業所等に関する事項の項目で
あるため、サービスごとにご報告をお願い
いたしますが、サービスごとの財務諸表が
無い場合等には、法人全体のものでも構い
ません。詳細は記入要領等でお示しする予
定です。
・差戻しについては即時の反映となります。
なお、差戻しが実行されると、登録されて
いるメールアドレスへ差戻しされた旨の
メールが送信されます。

３

WAMネットの入力項目数が多くなり、チェックして返却・再申請を繰り返すこと
が当県にとっては負担になっている。必須項目と任意項目の初期設定を全国で統一
にしていただき、必須項目が未入力の状態で申請できないように仕様を変更してほ
しい。

既にシステム上、必須項目が未入力の状態
では申請できない仕様となっております。

４
各自治体において実施されている、未公表率を下げるための取り組み・好事例等把
握されていれば、共有いただきたい。

令和７年度中に実態把握を予定しておりま
す。



2021年4月1日

７．今後のスケジュール等
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今後のスケジュール等

日程（予定） 内容（予定）

【令和７年】
○ ６月３０日（月） 第１回説明会［録画］（障害福祉サービス等情報公表制度の現状 等）

⇒都道府県等・関係団体向け説明会

○ ８月 ４日（月） 第２回説明会［録画］
（経営情報の見える化等に係る通知の改正の主な内容、記入要領 等）

○ ８月中 通知改正、事務連絡等発出
※ 以降、適宜Ｑ＆Ａ等発出

○ ８月末～ 経営情報の見える化のシステム稼働
⇒障害福祉サービス等事業者から各都道府県等への報告について、システム入力開始

【令和８年】
○ ３月末 経営情報の見える化に係る内容について、障害福祉サービス等事業者から各都道府県

等への報告期限

○ ４月～ 公表

＜本日の説明会について＞
※ ８月４日（月）～８日（金）の期間中に必ずご視聴いただき、速やかに管内の障害福祉サービス等事業者へ
周知いただきますようお願いいたします。
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